
2011 年 10 月 14 日（「原発ゼロの会」発足の集い）
「福島原発事故とと福井の原発〜いま私たちに求 れる とめられること〜」

原発問題住民運動全国連絡センター代表委員　山本雅彦

１、「原電」と「原発」。・・若狭の原子力発電とは何か。
（1）「沸騰水型」（ＢＷＲ：ＧＥ製）と「加圧水型」（ＰＷＲ：ＷＳ製）。

“神の火”コントロール不能、“死の灰”崩壊熱の危険。
（2）原発（100 万 Kw)は１日運転すると、広島型原爆約３発分の放射性物質（死の灰：核種は

約 300 種類）を生み出す。
（3）不幸な開発の歴史・・1942 年マンハッタン計画と原爆投下、54 年米ノーチラス号とソ連

オブニンスク原発、54 年ビキニ環礁水爆実験と反核平和運動。
（4）敦賀が原発の実験台。・・「もんじゅ」（FBR）、「ふげん」（ATR）・・

さらに、プルサーマルや老朽化の危険も。（金属疲労、応力腐食割れ、配管の減肉、中性子劣
化と脆性遷移温度の上昇→新品で−20℃が、玄海原発１号などでは 98℃にも）

（5）玄海などやらせメールは氷山の一角。・・若狭では“ウソつき動燃（現在の原研機構）”、
“隠ぺい体質の関電・日本原電”、“マスコミ使った世論操作”、公開ヒヤリングや説明会への電
力関係者の組織的動員や意見・発言の組織は当然のこと。

（6）原発進出でいびつな産業構造に・・。さらに、福島事故で“原発旗ふり役”も・・。
“巨大原発マネー”・・原発 “麻薬”から抜け出せない自治体に。汚職の温床にも。
さらに今、「再稼働」「核燃料サイクル政策」の推進を国に要求する自治体に。（高浜町）

２、２つの原発銀座・・その１つで起きた福島原発事故。・・福島原発震災は崩壊熱の冷却不能か
ら炉心溶融に至った苛酷事故（シビアアクシデント）を経過中・・・国際原子力・放射線事象評価
尺度（INES）「暫定レベル７」　　
（1） 電源喪失、炉心溶融という最悪の原発災害。（全交流電源喪失は 15：37＝津波が原因？）

①送電鉄塔が倒壊‥外部電源が断たれる。‥東北地方太平洋沖地震（M9、3 月 11 日 14：46)　
②津波に「押し波」（「引き波」）・・津波襲来時（同日 15：42 頃＝東電写真による）
③ＤＧ発電機と危機冷却系のポンプが浸水し、内部電源も喪失、冷却不能に。

（2）Ｍ９地震と津波は「自然災害」、しかし、原発事故は「人災」。しかも「２重の人災」
①原子力安全委員長、国は「論理的に起こり得ます」と答弁。
②事故直後、機器冷却系が電源喪失で動かないと認識。しかし、企業利益第一に判断。
③政府も「国民のいのちが一番大事」と決断を迫ることを避けた。

（3）炉心溶融から原子炉容器破損。・・メルトダウンからメルトスルーの可能性もあり、
収束とはほど遠い状況で、過酷事故（シビアアクシデント）を経過中。

（4）放射性物質が、広範囲に汚染が拡大。・・環境や人体におよぼす影響は甚大。
（85 万テラベクレル→6 月保安院発表。海洋汚染は、1 万 5 千テラベクレル→9 月原研機構）

①スピーディーによる汚染予測と、米 DOE 測定が結果がほぼ一致。3 月 18 日に米西海岸、
同 22 日には欧州各国に到達。　※放射線は、細胞の原子にあたると電離作用により細胞死

（確定的影響）や DNA が損傷しガンが発生（確率的影響）する。
②食品安全委員会の「評価書案」・・低線量被ばくへの科学的検討避ける。
③文科省が暫定方針として児童や生徒が校庭で 1 年間浴びる放射線量の上限を 20㍉ｼｰﾍﾞﾙﾄに

（5）基礎的データを公表させ、英知を結集し正確な対策を。除染は今後 5〜6 年間が重要に。
①対策は「安全神話」にとらわれず、国内外の専門家、民間企業らの英知を総結集した体制で



②半年が経過し、放射線の大部分はセシウム 137,134 に起因。5～6 年間、外部線量と内部線
量を可能な限り低くする努力を。（線量は３年後に半減、６年後に三分の一に減少する）

（6）原子力安全・保安院、原子力安全委員会の責任と、組織をどう改革するか。
（7）原発防災は過酷事故を考慮し、80 キロ圏以上を EPZ(Emergency Planing Zone)とすべき。
（8）東京電力と「原発利益共同体」に全面的に責任を取らせるべき・・。「地域独占」と「総括

原価方式」を改め、破綻した東電は国の管理の下に。

３、若狭での「原発震災」は、滋賀、京都、大阪など近畿の住民に危険が及ぶ。
（1）わずか10数キロで、滋賀県・琵琶湖に被害が及ぶ。（琵琶湖は近畿の住民の大切な水源）
（2）地震の静穏期に、地質データを隠ぺいし、ごまかしの原発「耐震審査指針」で原発を建設

1995 年（阪神淡路大震災）以降、日本列島は地震の活動期（石橋神戸大名誉教授ら他）に入
り、「原発震災」が現実に。・・資料参照（福井の科学者）

（3）福井の原発の現状・・活断層の直近・真上に原発を作っているのは日本だけ。
さらに、基準地震動を低く見積もっている。

①日本原電の敷地内の表面に活断層（浦底断層）　　
②関西電力美浜原発の直下に活断層（地下４キロにＣ断層）
③日本原子力研究開発機構「もんじゅ」直下に活断層（地下５キロにＣ断層と直近 200 メー

トルに白木～丹生断層）
④関西電力大飯、高浜原発の周辺に活断層（Fo-A～Fo-B 断層：大飯原発横の 2～3 キロ、

高浜原発横の 10 数キロ）
（4）国・関西電力の「安全宣伝」に抗議する。・・「安全々」と行っている本人が「人災」を。

①嘘とごまかしの地震・津波対策‥過去に大地震と大津波の事実。東電は事故隠しに終始。
②日本列島はどこでも大地震に襲われる危険性。（志賀原発、金沢地裁判決）
③「ストレステスト」は机上の空論・・老朽化原発は、実際に揺すってみないとわからない。

４、原発に変わるエネルギー獲得へ、産業・町をいかに作るのかを真剣に模索する時代に。
（1）福島原発事故後、ドイツでは環境政党「緑の党」が大躍進。ドイツ、イタリヤなども脱原発へ。
（2）大企業のためでなく、国民のための「発送電分離」と「電力固定価格買取制度」の実現を。
（3）「住民自治」と市町村合併前の「基礎的自治体」の役割について。・・どのように防災に

強い町を作るか。
（4） 原発を段階的・計画的にゼロへ、いかに進めるか。‥「原発からの撤退」への合意形成と
再生可能エネルギーの本格普及が急務で、それへの転換は自治体が中心となる。

再生可能（自然）エネルギーを活用する。・・これに着目して地域に仕事を興していく。
①岩手県の葛巻町・・風力発電とバイオマス発電。　②高知県・檮原町・・森林の町。

（5）再生可能エネルギーの豊かな可能性について。
①自然エネルギーの太陽光、風力とバイオマスなどの物理的限界潜在量は、12 兆キロ

ワット時。これに、コジェネレーションなどエネルギーの効率的利用を合わせると 13 兆
キロワットに。これは、原発の総発電電力量の約 40 倍。全ての総発電量約 9000 億キロ
ワット時の 14 倍の可能性。

②1400 万戸の一般の民家を「発電所」にしたとき、そこから産みだされる電力は、515 億
㌔㍗時。東京電力柏崎刈羽原発 1～7 号機の発電電力量約 500 億㌔㍗時に匹敵。

③国のエネルギー政策を抜本的に変えることによって開ける未来。
‥「原発ゼロの日本」日本社会の姿かたちを変える運動。



5、福井県の原発防災対策（計画）について。　・・敦賀市などの原発防災計画に見る
原発防災とは本来「緊急時対策」といい、それは、原発施設から放出された放射能による①放射能雲段階

（短期間）②地上付着段階（中・長期間）の外部・内部被ばく対策として緊急時計画を策定する範囲のことで、
日本では防災対策＝緊急時対策であるかのように見せかけてきた。一般的に外国では 50 マイル=80km である

（1）原子力事業者との「原子力発電所周辺環境の安全確保等に関する協定書」について。
①1971 年(S46)にはじまり、1991 年には立地自治体とともに隣接、隣々接の自治体も。
②法的拘束力ない「紳士協定」が、1999 年 JCO 事故などを経て「原発特措法」制定で変化。
③周辺自治体も立地並の「安全協定」を締結し、「原発稼働」や「設置許可変更」に権限を。

（2）福井県・原子力防災対策（計画）・・敦賀市原発防災計画に見る。
①「防災計画」・・おおむね半径 10㌔の範囲」しか放射能汚染が起こらない想定に。
②地震など複合災害を考慮した「原子力防災計画」をつくり、「安全審査」の対象とすべき。
③放射能汚染の想定範囲と規模について。

イ、事故想定と事故の影響がおよぶ範囲について。
ロ、実際に起こった米ソの重大事故という現実から出発するのは、最低の責務。
ハ、平成 21 年に行った、美浜原発３号機事故を想定したスピーディーによる汚染予測。

④不明確・不十分な緊急事態の対応について。
イ、電力会社の判断により連絡をうけるだけの体制。
ロ、放射性物質の異常放出を短時間で検出できる体制を整える必要。
ハ、初期対策の目安線量と対策について。

○「防災計画」は、緊急事態の類別が不十分。（フェーズ０～3）
○フェーズ 1～3 は、「市長が必要と認めたとき」実施できることに。

1 マイクロシーベルト／時以上で、「避難・コンクリート屋内退避」など実施を。
○国際放射線防護委員会（ICRP）は公衆の線量限度を 1 ミリシーベルトに設定。
○アメリカでは、「緊急事態対策計画」で、放射能汚染の「恐れ」のみで屋内退避。

ニ、後回しにされる住民への対応。
○国および原子力事業者から「原子力災害合同対策協議会を経て関係市長、機関、報道

機関に指示伝達・通報され、その結果やっと住民に知らされる。
○事故の初期状況を正確に把握できる当事者は、事故周辺における適切な対策を勧告する

責任がある。
ホ、事故時の退避行動について。
ヘ、ヨウ素 131 の甲状腺被ばくを防ぐ、ヨウ素剤の服用について。

⑤原発防災訓練について。
イ、原子力災書は一般の災害とは異なり、災害の実態が視認できない。
ロ、具体的に事故が起こった場合、どう行動すべきかがはっきり示されていない。
ハ、アメリカの緊急時計画の内容について。

⑥緊急時医療について。
イ、抽象的な県が行う緊急時医療に、市は協力するだけで、主体的計画がない。
ロ、チェルノブイリ原発事故を教訓に、「緊急被ばく医療設備等」を実効性のあるものに。

⑦アメリカの緊急時計画について。
ニューハンプシャー州シープルック原発の「緊急事態対策計画」より

（３）原発防災は、過酷事故、風向・風速など考慮すれば、80 キロ圏以上を EPZ(Emergency 
Planing Zone)とすべき。

以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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文部科学省による東京都及び神奈川県の航空機モニタリングの測定結果
について（文部科学省がこれまでに測定してきた範囲及び東京都

及び神奈川県内における地表面から1m高さの空間線量率）

（参考１）
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が

み
つ
い
て
い
て
は
、
国
民
感
情
と
の
ズ

レ
は
解
消
さ
れ
な
い
と
い
う
こ
と
を
、

電
力
関
係
者
は
学
ん
で
欲
し
い
で
す
。

（
関
電
の
チ
ラ
シ
よ
り
）

（
関
電
の
資
料
よ
り
）

●歴史的に、1927年に宮津市の北丹後地震（Ｍ7.3）、
1948年に福井地震（Ｍ7.1）、1963年に旧三方町・
常神半島沖の約15キロ付近の海底でＭ6.9の地震が
起きています。●今、「地震の活動期」に入ったとい
われ、原発が集中する若狭地域で、断層帯が連続し
て動き大地震が起きる可能性が指摘されています。
●江戸時代には、三方五湖周辺が改変する大津波も。

「安全神話」と決別し、
すべての原発の安全総点検を！

（資料 6）



「原発問題住民運動福井県連絡会」

と「原発の安全性を求める嶺南連絡会」

は５月１３日、危険な原発推進から、

自然エネルギーへの計画的転換を求め

て、福井県と日本原子力発電、日本原

子力研究開発機構、関西電力の原発３

事業者に申し入れました。県へ申し入

れには、佐藤正雄・県連絡会代表委員

（県議）らと嶺南地区から山本貴美子敦

賀市議が参加、事業者への申し入れに

は北原武道若狭町議、山本雅彦・全国

連絡センター代表委員も参加しました。

佐藤氏らは、県内に１５基立地する

原発の直下や周辺に活断層がある問題

も指摘し、「もんじゅ」と老朽化原発の

廃炉、新たな原発建設やプルサーマル

運転の中止、すべての原発の総点検な

どを求めました。

県に「市民の不安」に応

える対応を求める

県側は岩永幹夫原子力安全対策課長

が応対。安全対策の徹底を原発３事業

者に求めたと説明するとともに、「高経

年化の影響が今回の（福島原発の）事

故にあるか検証するよう国に求めてい

る」などとのべるにとどまり、廃炉や

運転中止を求める考えは示しませんで

した。
山本市議は「敦賀市で（原発から）

２０キロ圏外といったら逃げるところ

がない。市民の思いをとても理解して

いない」と厳しく批判しました。

活断層から１キロ以

内に「敦賀原発」な

どがある・・立地は

国際的に非常識

日本原電では敦賀地区本部

の大森佳軌・業務・立地部長

代理が応対し、運転開始から

すでに４０年を経過している

敦賀１号機について、「安全管

理をしっかりして平成２８年

まで運転継続する」と、従来

と変わらぬ方針を説明しまし

た。これに対し坪田嘉奈弥・

嶺南連絡会代表委員は、衆院

経済産業委員会で吉井英勝議

員が、「世界と日本で、震源域の真上に

原発をつくっているのはどこか。活断

層から１キロメートル以内に設置して

いる原発はどこか」と質問し、寺坂信

昭原子力安全・保安院院長が、「震源域

の真上にある原発は、世界では承知し

ていない。活断層から１キロ以内にあ

る原発は、美浜発電所、敦賀発電所、

「もんじゅ」がある」と答弁したことを

紹介し、活断層の集中地帯に原発を立

地すること自体が国際的基準でみても

非常識だし、「老朽化を考慮すればただ

ちに止めるべき」だと批判しました。

原子力機構が「（直下が）

原発の斜めに真下という

なら、日本中どこにでも

活断層はある」と暴言

原子力機構では森将臣広報課長に対

し、坪田代表委員は、「もんじゅ」直

下の活断層を２００８年に初めて認め

たことにふれ、「（建設する当時）活断

層の上には原発は造らないと言ってい

ながら、わかるとほうかむりするのは

いかがなものか」と批判しました。森

課長は「原発直下」という指摘につい

て、「（原発の）下の方に下がっていけ

ば（活断層）あるでしょうというだけ

の意味だ」「（２０１０年）８月に調査

した報告書を出して、国はそれで良い

といっている」「斜めに真下というな

ら、日本中どこにでも活断層はある。

美浜（原発）さんもそうだ」と回答。

「国際的基準に照らして危険だ」とする

認識の欠如と無責任さが改めて浮き彫

りになりました。

「戦国時代から江戸後期まで

の間に大津波があった」と認

めながら、津波対策ずさん

関電では原吉平・広報グループ課長

に対し、津波対策のずさんさに言及。

高浜原発１〜４号機でこれまで想定し

てきた津波の最大波０・７４〜１・３

４メートルに対し、１９８３年の日本

海中部地震では１・９メートルの津波

を観測したことにふれ、「どうしてこの

とき（想定を）変えなかったのか」と

ただしました。原課長らは「（２００２

年の）土木学会の指針に基づき対策を

講じている。数字だけで判断しないで

ほしい」と矛盾した答弁に終始しまし

た。また、「歴史的に大津波はおきてい

ない」と関電が宣伝しているが、関電

のホームページで「戦国時代から江戸

後期までの間に大津波があった」と書

いていること、さらに「『三方郡史』に

も寛文二年に、１３０間（約２３０メ

ートル）引き波があった後、三方五湖

周辺が改変する大津波があった」こと

などを指摘しましたが、原課長らは

「史実でなく『伝承』と聞いている。事

実でない」と無責任な答弁をしました。
原
発
連
絡
会
ニ
ュ
ー
ス

原
発
の
安
全
性
を
求
め
る
嶺
南
連
絡
会

2011年
　
5月

14日

関
電

に
申
し
入
れ
る
原
発
連
絡
会
の
メ
ン
バ
ー
（
5/13・

関
電
本
部
に
て
）

前
列
中
央

が
坪
田
嘉
奈
弥
・
嶺
南
連
絡
会
代
表
委
員
。
そ
の
右
が
北
原
武
道
若
狭
町
議

県
に
申
し
入
れ
る
原
発
連
絡
会
の
メ
ン
バ
ー
（
5/13・

県
庁
に
て
）

右
端
が
佐
藤
正
雄
・
代
表
委
員
（
県
議
）。

左
か
ら
４
人
目
が
山
本
貴
美
子
市
議

危険な原発推進から、自然エネルギーへの計画的転換を

・・原発県連絡会と嶺南連絡会が県、原発３事業者に申し入れ

（
資

料
7）



エネルギー政策の見直し求

める意見書を、全会一致で

採択した後に白紙撤回？

６月２４日、敦賀市議会の

原子力発電所特別委員会で、

今大地議員から意見書提出の

提案があり、議論した結果、

「原発の安全基準の評価や見直

し」「避難道路や避難施設を国

の責任で整備を」「原子力安

全・保安院の経済産業省から

分離・独立、権限強化」など

を求めるとともに、「エネルギ

ー政策を見直し、将来的に再

生可能エネルギーに転換する

ことを図ること」を国に求め

る意見書が全会一致で採択さ

れ、特別委員会として議会へ

提案され、議会最終日の３０

日、本会議で採決されること

になっていました。

これについてマスコミ各社

は、「立地する自治体の“脱原

発”意見書採択は異例」など

と報道。議員の間で「脱原発

と誤解されかねない」という

慎重論が広がったため、同２

７日、エネルギー政策の見直

し等を国に求めるとして採択

した意見書を白紙撤回するこ

とを決めました。

「推進」「反対」‥立場の

違う議員が、原発事故の

不安を無くしたいという

市民の願いを意見書に

山本貴美子議員は、「今大地

さんが特別委員会で提案した

意見書案（裏面参照）をつく

ったのは、実は、無所属の今

大地さん、増設賛成派の前川

さん、そして共産党の私。考

え方の違う三人が、子どもた

ちの将来のために『エネルギ

ー政策の転換や安全対策を求

める』という一致点で、小浜

市議会が全会一致で採択した

意見書をもとに作成しました」

「特別委員会ではみなさんの思

いで修正し採択したはず。撤

回は納得できない。そのため、

特別委員会で修正され、いっ

たんは全会一致となった意見

書（裏面参照）を、３０日の

本会議に議員提案することに

しました」と話します。

「過酷事故」を起こした

ら、安全に収束させる技

術を原発事業者はもって

いない
「エネルギー政策を見直し、

将来的に再生可能エネルギー

に転換する」ことに反対する

人は、各種世論調査を見ても

少数です。それは、政府がい

くら「安全・安全」と「安全

神話」を振りまいても、現実

に繰り返し起きている原発事

故、特に福島原発震災の教訓

から、「過酷事故」は起きると

確信しているからです。

そしていったん、福島のよ

うな「過酷事故」を起こして

しまったら、それを安全に収

束させる技術を原発事業者は

もっていないことが明らかに

なりました。国や原発事業者

は、「過酷事故」は起こり得な

いという「安全神話」に漬り

きり、その対策を講じてこな

かったため、原発をつくり動

かす技術はもっていても、「過

酷事故」を収束させる技術は

もちあわせていないからです。

冷却不能‥「工程

表」で対応できな

いの状態も

東電と国は、福島

原発事故を収束させ

る「工程表」を発表

しましたが、メルト

ダウン（核燃料が溶

けて、圧力容器下部

にたまった状態）が

起こっていたなど、

新事実が明らかにな

る度に「工程表」は

見直されて来ました。

ところが、いまや、

メルトスルー（溶け

た核燃料が、１６ミ

リある圧力容器を貫

通し、格納容器の下ま

で落ちる状態）が起きていた

ことが指摘されています。メ

ルトスルーが起きているとす

ると、原子炉の炉心の水が無

くなっている可能性があり、

冷やすことが出来なくなって

いると見る専門家もいます。

そうするといまの「工程表」

では、まったく対応できませ

ん。すなわち、溶けた核燃料

が格納容器やその下のコンク

リートをも突き破り、地下水

と接触して、超高濃度の汚染

水が地下水や海に流れ出すこ

とが懸念されます。

放射能封じ込めず、漏れ

拡大し、重大事態に

また、水素爆発などで空気

中に漏れ出た放射能の量につ

いて、約１％だといわれてい

ますが、残りの９９％が原子

炉内に封じ込められず、どん

どん漏れて出ている重大事態

となっています。

現在、「汚水処理・循環注水

冷却」を行っていますが、そ

の汚水は約１１万トンたまっ

ているといわれ、処理しても

いっこうに減っていません。
連
絡
会
ニ
ュ
ー
ス

原
発
の
安
全
性
を
求
め
る
嶺
南
連
絡
会

2011年
　
6月

29日

（
写
真
）「

過
酷
事
故
」
の
対
策
例
・
・
・
水
素
爆
発
を
避

け
る
た
め
に
ド
リ
ル
を
用
意
す
る
と
い
う
も
の
で
、
原
子

炉
建
屋
に
穴
を
開
け
る
た
め
の
作
業
を
し
て
い
る
作
業

員
。「

対
策
」
の
名
に
値
し
な
い
。（
日
本
原
電
の
資
料
よ
り
） 「原発の不安をなくして欲しい」という声にどう向き合うのか
「過酷事故」を収束させる技術・・原発事業者はもっていない！

（裏面につづく） 資
料

（
8）



そのため、地下深く汚水の

貯水槽ができていて、それ

が地下水とつながって、巨

大な汚水となっているとい

う指摘もあり、放射能漏れ

の危険はもっと拡大するの

ではないかと懸念されてい

ます。

期限を決めて、再生可能エ

ネルギーに段階的転換を

福島原発事故から教訓に

すべきことは、①原発は未

完成な技術だと自覚し、そ

の転換を図ること、②日本

は世界有数の地震列島で、

どこでも地震や津波の危険

を避けられる場所はないと

いうこと、③いまだに「安

全神話」と決別できず、手

抜きの安全審査をつづけて

いることをやめ、規制機関

を推進から独立分離するこ

とです。

そして、危険な原発政策

から抜け出すため、日程を

決めて、再生可能エネルギ

ーに段階的に切りかえる決

断をすべきです。それが、

大事を引き起こし、多くの

日本国民に非難を余儀なく

し、放射能を世界中にまき

散らし、環境を汚染した日

本国民のとるべき責任では

ないでしょうか。

「原発の不安をなくし

て欲しい」という声に

どう向き合うのか

いま、福島県知事が“脱

原発”を明示し、同県議会

も全会派一致で“脱原発”

の立場を明確にしています。

また、福井県小浜市議会や

新潟県上越市議会、佐賀県

唐津市議会など多くの自治

体が、「脱原発」や「原発政

策の抜本見直し」を求める

意見書などを採択していま

す。原発銀座の中心地・敦

賀市で、「原発の危険」に反

対する立場から、その内容

と寸分違わぬ「エネルギー

政策の見直し等についての

意見書」すら採択しないと

するなら、多くの市民の

「原発の不安をなくして欲し

い」という声にどう向き合

うのか、問われることにな

ると思います。

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
見
直
し
を
求
め
る
意
見
書
（
案
）」

わ
た
し
た
ち
敦
賀
市
民
に
と
っ
て
、
現
在
も
な
お
、
深
刻
な
状
況
が
続
く
東
京
電
力
（
株
）
福
島
第

一
発
電
所
の
事
故
は
、
け
っ
し
て
他
人
事
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

敦
賀
半
島
に
は
、
日
本
原
子
力
発
電
（
株
）
の
敦
賀
発
電
所
一
，
二
号
機
、
日
本
原
子
力
研
究
開
発

機
構
の
「
ふ
げ
ん
」「

も
ん
じ
ゅ
」、

関
西
電
力
（
株
）
の
美
浜
一
，
二
，
三
号
機
が
あ
り
ま
す
。

ひ
と
た
び
福
島
原
発
の
よ
う
な
事
故
が
起
き
る
と
、
ほ
ぼ
敦
賀
市
全
域
が
発
電
所
か
ら
半
径
20キ

ロ
圏
内
に
入
る
た
め
、「

敦
賀

に
住
め
な
く
な
る
」
と
多
く
の
市
民
が
不
安
を
感
じ
て
い
ま
す
。

よ
っ
て
、
敦
賀
市
議
会
は
、
敦
賀
の
未
来
を
に
な
う
子
ど
も
た
ち
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
敦
賀
の
ま

ち
を
残
す
た
め
、
国
に
対
し
次
の
こ
と
を
求
め
ま
す
。

１
，
期
限
を
定
め
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
見
直
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
転
換
す
る
こ
と
。

２
，
原
子
力
発
電
所
に
か
か
る
安
全
基
準
の
抜
本
的
な
見
直
し
を
図
る
こ
と
。

３
，
原
子
力
発
電
所
周
辺
地
域
の
防
災
対
策
の
確
立
を
図
る
た
め
に
、
国
の
責
任
に
お
い
て
地
域
の
安

全
対
策
と
し
て
、
避
難
道
路
や
避
難
施
設
な
ど
を
早
急
に
整
備
す
る
こ
と
。

４
，
よ
り
い
っ
そ
う
原
子
力
発
電
所
の
安
全
確
保
を
図
る
た
め
、
原
子
力
安
全
・
保
安
院
を
経
済
産
業

省
か
ら
分
離
・
独
立
し
、
権
限
強
化
を
お
こ
な
う
こ
と
。

6
月
3
0
日
に
再
度
議
員
提
案
さ
れ
る
「
意
見
書
」（
案
）

6
月
2
4
日
に
、
原
子
力
発
電
所
特
別
委
員
会
に
提
案
し
た
「
意
見
書
案
」

提
案
者
は
今
大
地
晴
美
議
員
、
賛
同
者
に
前
川
和
治
議
員
と
日
本
共
産
党
敦
賀
市
会
議
員
団
の

上
原
修
一
、
山
本
貴
美
子
両
議
員



高浜町議会‥原発「再

稼働」求める意見書採択

高浜町の９月定例議会は最終日の２６日、福島

第１原発事故の被災地の早期復旧と、原発推進を

国に求める意見書を賛成多数（民主１、公明１を

含む１２名）で採択。反対したのは日本共産党の

渡辺孝議員のみでした。

提案者は粟野明雄、山本富夫、横田則孝、広瀬

とし子の各議員で、意見書の内容は、①福島原発

事故の被災地の早い復旧、②基幹電源として今後

も原子力発電比率を確保する、③核燃料サイクル

の堅持④高経年化原発の建て替え（リプレー

ス）、⑤定期検査後の原発の再稼働、⑥避難道路

の早期整備の６項目で、提案者の粟野議員は、福

島事故後、「前内閣では『脱原発』が注目され、

原子力政策の将来に大きな不安を与えた」と述べ

た上で、原発は「供給安定性、環境適合性、経済

効率性を併せもつ基幹電源である」と強調し、原

発の再稼働や「核燃料サイクル」政策の推進など

を求めました。

福島事故の原因究明もない中で、な

ぜ急いで「再稼働」を求めるのか？

渡辺孝議員は、国民の８０％以上が原発から再

生可能エネルギーへの段階的転換を求め、またド

イツなど欧州で脱原発が指向されると指摘。福島

原発事故が収束のめども立たず、原因究明もなさ

れていない中で、なぜ高浜町議会

が急いで原発の「再稼働」を求め

る意見書を出さなければならい

か、と質問しました。

提案者の粟野議員は、「今なんで

す。『脱原発』の嵐の中、原発政策

が（脱原発の方向へ）見直されよ

うとしている今だからこそ、この

提案をした」。また、「エネルギー

の少ない、島国日本として原発は

必要だ」と述べました。

放射能汚染をもたらし、

「核のゴミ」の処分法もな

く、大量の被ばく労働者

を生む原発が、環境・経

済性に適合しているか？

渡辺議員は、環境適合性、経済

効率性を併せもつ基幹電源と言わ

れるが、福島原発事故を見れば、

大量の放射能汚染をもたらし、運

転後の「核のゴミ」の処分方法が

ない原発が、環境に適合している

とは思われないがどうか、と質

問。また、「経済効率性では、大量の被ばく労働

者を生み出している」と指摘。「若狭では、被ば

く労働者が正社員で２３００人、下請けで１８６

０４人（０９年度）おり、全国では、４０数万人

におよび、晩発性のガンなど放射性傷害の危険が

あり、原発を動かせばその危険は更に増大され、

経済性を追求する中で労働者が犠牲になってい

る」と強調、「これで、経済効率性が成り立つの

か」と質問しました。

粟野議員は、「原子力発電は二酸化炭素を出さ

ない電源として有効な発電方法である」と強弁。

被ばく労働の問題については、「被ばく手帳は労

働者の健康管理のためにある」などと答えるのみ

で、答弁不能になりました。

渡辺議員は、核燃料サイクル政策について、こ

の政策の２つの中核施設である青森県の再処理工

場と高速増殖炉「もんじゅ」が停止していて、再

開のめどもなく計画は破綻していると指摘。

粟野議員は、「ウラン燃料の有効利用、自前の

エネルギーをつくることから（核燃料サイクル政

策は）重要である」と述べました。

関電と利害関係のある議員が「再稼

働」を提案していいのか？

渡辺議員は、提案者と賛成者の粟野、山本、横

田の各議員は、高浜原発と商売を通じて利益を得

ていると指摘、利害関係がある議員が原発推進を

提案することは、保身と町民は理解するのではな

いか。今すべきことは、事態の推移を見きわめる

ことであり、命を軽々しく扱っているのではない

か、と質問しました。　　　（裏面につづく）

町民の命・安全を最優先に考え、国の対応
を見きわめ、チェック機能を果たすのが議会の役割！

9
月
高
浜
町
定
例
議
会
で
、「
原
発
推
進
」・「

再
稼
働
」
を
求
め
る
意
見
書
案
に
つ
い
て
、
採
択
に

賛
成
す
る
立
場
か
ら
起
立
す
る
各
議
員
。（
左
端
が
反
対
し
着
席
す
る
渡
辺
議
員
）
2011/9/26

「
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
が
見
直
さ
れ
て
い

る
今
こ
そ
、
声
を
上
げ
る
べ
き
時
」
と
述

べ
る
、
提
案
者
の
粟
野
明
雄
議
員
。

「
福
島
事
故
の
原
因
究
明
も
な
い
中
で
、
な

ぜ
急
い
で
『
再
稼
働
』
を
求
め
る
の
か
」

と
質
問
す
る
渡
辺
孝
議
員
。

原
発
連
絡
会
ニ
ュ
ー
ス

2011
年
9
月
28
日
発
行

原
発
の
安
全
性
を
求
め
る
嶺
南
連
絡
会

（
資
料
10）



（表面より）

粟野議員は、「原発との関係は、切っ

ても切り離せない」。「（再稼働には）ス

トレステストなど、国の安全確認が前

提だ」と述べるだけで、「保身」との指

摘に対しては否定せず、「国の利益にな

る」とすり替え答弁しました。

再生可能エネルギーへ段階的

転換で、町の中小企業の生産

活動が活発になり、雇用も安

定し、税収増で町の発展に

渡辺議員は反対討論などで、「地震の

活動期に入ったといわれる中で、原発

の安全性や耐震安全性に対する認識が

非常にあまい。周辺住民や原発労働者

の命をまったく考えていないといわざ

るを得ない」と批判しました。また、

「原発は、放射能汚染など他の災害には

見られない『異質の危険』をもつ」と

強調した上で、「原発から撤退し、原発

の発電能力の４０倍といわれる再生可

能エネルギーへ段階的に転換すること

で高浜町の中小企業の生産活動が活発

になり、地域雇用も安定し、税収も増

え町の発展につながる」と指摘。「高浜

町は、そうした立場の意見書こそあげ

るべき」と述べました。

町民の命・安全を最優先で国

の対応を見きわめ、チェック

機能を果たすのが議会の役割

報道によれば、意見書採択について

野瀬豊町長は、「原子力エネルギー政策

に通じた立地町の議会だからこそ、現

実的な意見を述べる立場にあると判断

されたと思う」話したといいます。こ

れについて、山本雅彦・原発問題住民

運動全国センター代表委員は、「提案者

は、ストレステストなどで安全が確認

されれば『原発再稼働』をと言うが、

国民はテストを実施する電力会社や

国、保安院、原子力委員会に不審をも

っている。新しく改組される「原子力

安全庁」も国の傘下にある。したがっ

て、町民の命・安全性を最優先に考

え、チェック機能を果たすのが高浜町

議会の役割。同議会が原発の推進機関

と切り離した、中立・公平な「独立し

た規制機関」を求めないのは本末転倒

であり、議会の自殺行為であると話し

ました。

渡辺孝町議の話し‥
「
再
稼
働
」
の
意
見
書
可
決
の
背

景
に
つ
い
て
、
町
財
政
が
原
発
交

付
金
な
ど
に
依
存
し
て
い
ま
す
。

現
在
、
約
８
２
億
円
の
歳
入
が
あ

り
ま
す
が
、
町
は
原
発
が
順
次
廃

炉
に
な
る
と
、
地
方
交
付
税
な
ど

を
見
込
ん
で
も
約
５
０
億
円
程
度

ま
で
減
る
と
試
算
し
て
お
り
、
財

政
破
綻
の
懸
念
が
あ
る
の
で
は
な

い
か
。
原
発
に
町
財
政
も
産
業
、

雇
用
な
ど
を
依
存
し
た
ま
ま
で
は

町
の
発
展
は
阻
害
さ
れ
、
健
全
な

発
展
は
実
現
さ
れ
な
い
と
思
い
ま

す
。ま
た
、「
脱
原
発
」
を
め
ざ
す
国

民
世
論
が
多
数
と
な
り
、
危
機
感

を
も
っ
た
関
西
電
力
な
ど
原
発
事

業
者
が
、
町
議
会
を
後
押
し
し
た

の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
賛

成
討
論
で
は
各
議
員
が
、「
高
浜
町

は
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
貢
献
・

協
力
し
て
き
た
立
場
を
堅
持
す
べ

き
で
、
当
立
地
町
が
そ
の
意
見
を

あ
げ
る
べ
き
」（
横
田
、
勝
本
両
議

員
）。「

野
田
総
理
が
、『
世
界
最
高

水
準
の
原
発
を
め
ざ
す
』
と
演
説

さ
れ
た
、『
脱
原
発
』
の
方
向
で
は

な
く
、『
安
全
な
原
発
』
を
追
求
す

べ
き
（
山
本
議
員
）。「
停
止
中
の

原
発
は
再
稼
働
し
か
あ
り
得
な

い
」（
磯
部
議
員
）
な
ど
の
意
見

は
、
そ
れ
を
裏
付
け
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
新
聞
報
道
に
よ
れ
ば
、

火
力
発
電
所
稼
働
で
燃
料
コ
ス
ト

高
か
ら
「
銀
行
に
資
金
融
資
を
要

請
」
し
た
と
言
わ
れ
て
い
ま
す

が
、
原
発
事
業
者
は
利
益
確
保
か

ら
、
早
く
原
発
を
動
か
し
た
い
と

い
う
事
情
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
。

※
下
記
の
図
は
、
岩
手
県
葛
巻
町
の
「
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ッ
プ
」
で
す
。
高
浜
町
で
も
実
現
す
れ
ば
、

町
の
電
気
店
、
工
務
店
、
鉄
工
所
な
ど
中
小
業
者
の
仕
事
と
雇
用
が
増
え
、
町
が
発
展
し
ま
す
。

（
資
料
11）



（資料12）

●電離放射線の生体への影響は、いずれも、この電離作用によって、生体細胞
内のデオキシリボ核酸（DNA）を傷害することによって引き起こされる。
DNAは遺伝子の媒体であるため、DNA鎖の損傷は、遺伝情報の損傷と同じ
である。DNAは 2重のポリ核酸の鎖からなっているが、その片方だけが書き
換えられたのであれば、酵素のはたらきにより、もう一方のタンパク質の鎖を
雛型として数時間のうちに修復される。しかし、2本の鎖の同じ箇所が書き換
えられた場合は修復はきわめて難しくなる。修復が不可能な場合は、プログラ
ム細胞死を起こすか、DNA鎖が損傷したまま細胞が生き残る。
DNA鎖が損傷したまま細胞が生き残り、損傷が固定化された場合、細胞の
活動が異常化し、がんや白血病を引き起こす場合がある。これが社会医学的分
類における確率的影響であり、日常生活で自然に浴びる程度の少量の被曝でも
発生する可能性がある。また、多量の放射線に被曝した場合、特定の器官にお
いて多数の細胞がプログラム細胞死を引き起こし、急性の身体障害を引き起こ
す。これが、社会医学的分類における確定的影響である。これらの影響が蓄
積・拡大して身体機能を低下させるようになったものが放射線障害である。
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「最近の地質時代に繰り返し活動し、

再活動する可能性の高い断層」が活断層

である。それは、「過去数十万年間」に活

断層の活動に伴って大地震が起きた際、

地表面に震源断層（ずれ）が出現する。

そのずれが蓄積すると断層変位地形が形

成され、それをもとに活断層として認定

される。数十万年より古いものは変位地

形としては残らない。

原発の「新耐震指針」では、12〜13万

年（最終間氷期最盛期）前以降は、「地表

及び地下極浅部で認定される活断層は、

その地下深部も含めて活断層」であると

認定している。しかし、「現在の応力場の

もとで繰り返し活動した活断層を、最近

の限られた期間に活動した証拠がないと

いう理由で『再活動しない』と言い切る

ことはできない」（中田高氏）などの意見

があるように、学会での合意形成には至

っていない。

（2）「断層」について。

日本列島の岩盤は強い応力によってひ

ずみが蓄積し、徐々に変形し、その岩盤

の強度を超えると、破壊され、断層がで

きる。単なる割れ目ではなく、断層面を

境にして、両側の岩体がずれている。こ

うした断層が動くときに、その断層面か

ら地震が発生する。

図１のように、日本列島周辺では太平

洋（海洋）プレートがユーラシア（大陸）

プレートの下に沈み込み、強い圧縮の力

が絶えず働いている。そのために太平洋

プレートの沈み込みに伴う海溝型と呼ば

れる地震と、内陸部や日本海海底下の深

さ10km前後の地震発生層での断層活動に

起因する地震が頻発する。全般的に、日

本列島は圧縮の応力場にあり、図２のよ

うに、内陸部の断層の多くは「逆断層」

型もしくは「横ずれ断層」型となる。一

方、圧縮応力のもとで変形する（例えば、

背斜褶曲の成長）ところでは部分的に引

張応力が働き、「正断層」となる。

「新編日本の活断層」（活断層研究会、

1991年東大出版会）では、図2.2と2.3に

示すように断層が分類されている。これ

らの解説では、それらの断層の活動時期

についての言及はない。断層崖、撓曲崖

（とうきょくがい）（4）などは、現在の地

表地形として見られるのであれば、それ

は活断層。川筋の系統的なずれが確認で

きるのであれば、それも活断層。一般に、

最も新しい活動時期が最終間氷期最盛期

①プレート境界型地震

②浅い場所でのプレート内部破壊による地震　

③深い場所でのプレート内部破壊による地震　

④地表近くの活断層による地震(例=95兵庫県南部地震)

：静岡県防災センターのHPより

（図1）

（図2）
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以前であると、こうした地形は残らない。

それは、地表で進行する風化・浸食作用

で、ならされていくからである。

（3）変動地形学の立場について。

変動地形学の立場では、地下深部に存

在するすべての断層も、それが一定の規

模をもって地震を引き起こした活断層で

ある限り、地形上の変位・変形が必ず認

められる、とするものである。ただし、

規模が小さく、これまでの実績ではM（マ

グニチュード）7.0以下であれば、地表面

に地震断層があらわれない場合もある。

よって、地表に変位・変形地形が認めら

れないからといって、M7.0前後以下の地

震が起こる可能性は否定できない。この

規模については、M7.2との主張もある。

その例として、鳥取西部地震や岩手・

宮城内陸地震がある。2008年6月、7月に

相次いで発生した、岩手・宮城内陸地震

の震央分布並びに震源分布断面は東北日

本における地震発生機構を良く表してい

る。岩手・宮城内陸地震（M7.2）は深さ

約8kmと震源が浅く、内陸直下型の「中田」

のいう活断層による地震であり、一方、

岩手内陸地震(M6.8)は震源深さ約110kmの

沈み込むプレート内の破壊に伴う地震で

ある。なお、岩手・宮城内陸地震（5）の

震源断層は変動地形学的に見た活断層と

しての痕跡を持っておらず、この地震に

伴ってあらわれた地表地震断層もその本

体の断層とは言えない。

結果として、現実に変位・変動地形が

解読できていない地域でM7前後の地震が

多発していることから、変位・変動地形

から判定された活断層しか地震を引き起

こさない、という見方は誤りとも言える。
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●図2.4、2.5、及び表2.1は活断層に伴

う変位地形の諸例で、表2.1の括弧内の

記号は、図2.4、2.5の記号と対応する。

●図2.4は主に正断層に伴う変位地形。

●図2.5は横ずれに伴う変位地形。

（「新編日本の活断層」1991）

（4）変位・変動地形に関する最近の知見

について。

「活断層」を推定する上で、「リニアメ

ント判読」（6）重視の従来の判定方法に

は2つの側面で誤りがある。１つは、「リ

ニアメントが認められないので、活断層

は無い」という理論と、もう１つは、岩

相境界としてのリニアメント（古い断層

など）が、活断層とされていた。「新編日

本の活断層」でも、そういう見方がなさ

れていたが、確実度Ⅱ、Ⅲとされた活断

層の一部は中田・今泉編（2002）による

「活断層詳細デジタルマップ」（東大出版

会）で削除された。変動地形学的手法と

は、地形がどのように形成されたかを重

視する成因論的手法であり、その結果

「活断層」は「確実」と「推定」の2つに
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分けられる。

(5)結論・・なぜ、原発施設の耐震安全性

にかかる「基準地震動」の過小評価と

「活断層」の過小評価が行われてきたの

か。

「基準地震動」の過小評価と「活断層」

の過小評価が行われてきた原因は、３つ

あると考えられる。

①１つは、原発・核燃施設など建設時

に、地質調査マニュアルとして使われて

きた、「土木学会原子力土木委員会編の報

告書（7）がある」と専門家（中田高氏ら）

は指摘する。「この報告書にあるリニアメ

ント判読基準では、活断層の認定におい

て地形の直線性や新鮮さが過度に強調さ

れ、変動地形への本質的理解が欠落して

いることが指摘できる」（同）。さらに、

「活断層を認定する際には『つながり』が

重要であるにもかかわらず、この基準で

は限られた短い線分に注目し、個々にラ

ンク評価を行い、連続性に対する検討は

ほとんどなされていない」（同）と強調し

ている。

実際に、「新耐震指針」（2006改定）以

前、日本原電敦賀１・２号と新規に増設

が計画されている同３・４号機、「もんじ

ゅ」の周辺断層の評価をめぐって、文部

科学省と原子力事業者・経済産業省およ

び地震・地質専門家の間で違いがあった。

筆者はこれまで、原発の立地について

文部科学省見解（8）をもとに「国などは、

原発の周辺の活断層を過小評価してきた」

などと指摘してきた。そして2007年には、

敦賀原発3・4号機増設計画で、2004年3月

に国に提出した原子炉設置許可申請書で

「浦底断層」の活動時期（図3）が過小評

価されている、と渡辺満久氏が指摘。ま

た、それを支持する中田高氏ら複数の活

断層専門家もあった。

経過を見ると、「浦底断層」と「ウツロ

ギ峠（断層）」、それに続く「池河内断層」

「柳ヶ瀬山断層」について、1980年には、

「浦底断層」と「ウツロギ峠（断層）」は

リニアメント」（活断層の疑いがある「線

状地形」）であったが、1991年には「浦底

断層」が活断層に、2000年には「ウツロ

ギ峠（断層）」も活断層に認定された。

2004年の増設申請にあたり、日本原電

は独自に海底音波探査を行った。その結

果（図3.1）、「浦底断層」と「ウツロギ峠

（断層）」を結ぶ、約6㎞の間に、長さ3㎞

以下の断層を5本記載している。（北部の2

本は長さ計3.6㎞で、残りの３本は連続性

は無い）したがって6㎞の間に、1.5㎞の

空白が生じたが、日本原電は「一連の断

層ではなく、大規模地震は起こさない」

（図3）　毎日新聞より
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とした。しかし、2005年2月に保安院が追

加調査を命じたため、日本原電は周辺海

域の延べ1,700キロを高精度の音波探査を

実施。過去の記録2,200㎞分を含め現在も

再検討している。

また、産業技術総合研究所の遠田晋次

研究チーム長（地震地質学）も2007年10

月、「地表での調査を基に将来の地震を推

定する現在の評価方法では、危険な活断

層を見落とす危険が大きい」と指摘。調

査手法や判断にも疑問があるという見方

が主流となってきている。当時は、保安

院も独自の調査を行うと発表。「空白の

1.5㎞がどうなるかは不明である」といわ

れていたが、現在結果は明らかである。

過小評価について、決定的といわれる

発言を紹介する。それは、原子力安全委

員会の第２回原子力安全委員会耐震安全

評価特別委員会、地質・地盤に関する安

全審査の手引き検討委員会（以下、「手引

き検討委員会」という）で、その速記録

によれば、「敦賀原発の敷地内を通過する

浦底断層は、『リニアメント』調査によっ

て過小評価されてきた」（渡辺満久氏）。

また、ボーリング調査の検討過程におい

て「専門家がやったとすれば犯罪に当た

る」（杉山雄一副主査）とまで指摘された。

さらに、中田高副主査は写真（図4）を示

しながら「これは確実に活動層。調べな

くても活断層なのです。現地調査しなく

ても・・」。「浦底断層というのは、活断

層というのは、活断層の断層変位地形で

十分活断層であると認定できる。ただし、

今まで言われたようなシャープなリニア

メントというのを頼ったのでは見つから

ない」「変動地形学的調査のみによって浦

底断層を活断層と認定できないというの

であれば、『新耐震指針の基本方針』は決

して生かされない」と解説した。

②２つは、国の安全審査で、専門家の

役割が重要であるにもかかわらず、批判

的立場の専門家の意見が排除され、推進

側の専門家の意見が採用されてきたこと

である。最近、原子力安全委員会の「新

手引き検討委員会」（9）で、国の安全審

査における「基準地震動」の過小評価が

（図3.1）　毎日新聞より

(図4）
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くり返されてきことに関して、専門家の

役割についても議論が行われ、原子力安

全委員会が「安全審査における専門性・

中立性・透明性に関する懇談会」を開催

するに至っている。「新手引き検討委員会」

での議論では、「これまで審査に携わった

専門家が電力会社に不適切な技術指導を

行い、同じ専門家が保安院に意見をのべ、

それをもとに原子力事業者の活断層過小

評価を追認した結果、誤った審査が繰り

返されてきたと考えられる」（10）として、

「１次審査・２次審査で審査に当たる者が

申請者の調査を指導・助言することは明

らかに不適当」との議論も行われている。

よって、従来の国の安全審査における専

門家の役割の検証とそれにもとづく安全

審査のあり方の見直しが必要不可欠であ

る。

③３つに、安全審査に「官民癒着構造」

があることである。国の安全審査は、経

済産業省のもとにある原子力安全・保安

院が第１次審査を担い、首相の諮問機関

である原子力安全委員会が第２次審査

（ダブルチェック）に当たるとされている。

国の第１次審査における耐震問題の安全

審査の指針として、事実上、使われてい

るのが、（社）日本電気協会の原子力発電

所耐震設計技術指針として作成された

「JEAG4601」（11）がある。これは、原子

力安全委員会の指針策定以前から使われ

てきたもので、このことが原発施設など

の設計に当たって、地震の過小評価が繰

り返される最大要因と言える。各業界が

技術指針をもつことは当然のことだが、

これが国の第１次審査で、事実上、指針

として使われるとなると、それこそ、「官

民癒着構造」の最たるものである。

「JEAG4601」はあくまで一業界の技術指針

であって、国の指針として、中立性、公

平性、公開性が担保されているものでは

ない。「手引き検討委員会」の議論でも、

「JEAG4601‐2007」（2007年改）があれば、

「新耐震指針」の「手引き」を不要とする

関係者の暴論に対する批判の声がある。

今回、原発・核燃施設などのバックチ

ェックが実施される契機となった原子力

安全委員会の「新耐震指針」改訂の審議

に、「JEAG4601」にかかわった専門家が多

数参加していることは、原子力安全委員

会の公正性、客観性に重大な疑惑を招い

ている。安全審査自体に対しても、「新手

引き検討委員会」の議論で、「保安院の第

一次審査は、審査といえるものではなく、

専門家や保安院の指導結果が申請書に反

映されているか否かを確認する作業に過

ぎないものといえる」「安全委員会におい

ても保安院の審査をそのまま受け継いだ

議論が繰り返されてきた可能性が高い」

（12）との批判が出ている。

２、若狭湾の原発施設の耐震安全性の再

評価（中間報告）について。

2006年9月の耐震設計審査指針の改定

で、活断層の評価期間の変更と、周辺地

質などの再調査に当たっては変動地形学

的調査や海上音波探査など徹底した調査

が求められ、さらに断層評価の不確実さ

についての考慮などが求められた。その

後、原子力安全・保安院は、全国の原発

施設について、新たな知見と再調査に基

づいて断層やリニアメントを再評価する

こと、また、近接した活断層は連続した

断層帯として安全側に再評価するなど、

原発施設の耐震安全性の再評価を指示。

これを受けて、2008年3月31日に全ての原

子力事業者から中間報告が出された。

この報告によれば、日本原電は敦賀原

発の敷地表面に、日本原子力研究開発機
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構では「もんじゅ」から西500ｍのところ

に「耐震設計上考慮すべき活断層」が確

認され、また、関西電力美浜原発の「施

設の地下深くに活断層面が想定されてい

る」こと、同高浜・大飯原発でも近くに

活断層があることが明らかになった。し

かも、「施設の地下深く」とは原発の直下

という意味であり、原発施設の敷地や近

傍・直下に活断層が存在しているという

ことが改めて明きからになった。

（1）原発の耐震安全性にかかわる重要な、

原子炉設置許可申請での「断層」の評価

と地震の規模について。

国や原子力事業者は、「活断層は心配な

い」、仮に問題があっても「十分安全余裕

を見込んで設計し、国の安全審査と受け

ているから大丈夫」と住民に説明してき

た。

①兵庫県南部地震（95年）の後、５年

も議論してつくられた「新耐震指針」案

を金沢地裁が明確に否定。

2006年3月24日、金沢地裁が、現在の耐

震設計には重大な欠陥があるとして志賀

原発２号機の運転差し止めを命じる判決

を出した。さらに、原子力安全委員会の

もとで原発の耐震指針を検討している分

科会（13）は、2006年4月28日、「耐震設

計審査指針」の改定案（「新耐震指針」案）

をまとめた。1981年に策定された「耐震

指針」は、2001年に設置された同分科会

で５年にわたり検討され、審議、意見公

募を経て、2006年9月には原子力安全委員

会で「新耐震指針」が決定された。

「新耐震指針」の特徴として、一つは、

「基準地震動」策定の手法を高度化してい

る。これは、従来の経験的な方法に加え

「断層モデル」を併用している。二つは、

原子炉施設の重要度分類のＡクラスやAs

クラスをなくすことで一部の施設の耐震

性を格上げしている。三つは、「想定外の

地震」にどう備えるかで、改定案は想定

外の地震で住民が被ばくするリスクを認

め、それを小さくする努力を求めた。し

かし、リスクを数値で示す「確率論的安

全評価」の方法は盛り込まれなかった。

その他、安全審査の対象となる活断層

が5万年から12〜13万年に伸びたことは一

定評価できるが、同分科会の専門委員で

ある石橋克彦・神戸大学教授は、「長期的

に見ると、日本列島全体が大地震活動期

に入りつつあり、今後発生する大地震が、

これまでに経験したことのない震災を引

き起こす可能性があり、大地震の震源の

直上に原発を造るべきでない」「原子炉施

設が大余震や地盤の隆起・沈降に耐える

ことなどは盛り込まれていない、さらに、

活断層がない場合の不確実さについての

考慮は求めているが、規定・根拠が曖昧

など問題は多く残されている」と指摘し

ている。

直下型地震での想定する地震の規模に

ついて「新耐震指針」の案の段階では、

想定すべき直下地震の規模について、こ

れまでＭ6.5としていたのを「Ｍ７クラス

が起こりうる」ことを基本にすべきだと

提言していたが、具体的な地震規模を明

記していない。結果的に「新耐震指針」

では、直下型でＭ6.8位になるという議論

がされ、採用されている。これは、地震

の結果、地表面に「地震断層」として痕

跡が現れるような地震の規模は、だいた

いＭ6.8から7クラスで、したがって、地

表面に短くても「活断層」があるという

ことは、過去にＭ6.8クラスの地震があっ

た、という論議がされ、直下型ではＭ6.8

を使うということになっただけである。

また、「活断層」が地表面に痕跡が現れな

い場合もあることを考慮して7クラスにす
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べきとの意見もあり、Ｍ6.8という根拠は

まったくない。

2006年金沢地裁の判決は、「耐震指針」

の理論的支柱である「松田式」「金井式」

「大崎スペクトル」（14）などをはじめ

「新耐震指針」案（当時）の主要な柱の崩

壊を指摘した。具体的は、志賀原発2号機

の地震動の想定は「大崎の方法」により、

地震の規模を示すM（マグニチュード）は、

歴史地震とともに「活断層の長さ」をも

とに「松田式」で算定する、地震動の強

さは、活断層の中心から敷地までの距離

をもとに「金井式」で算定する。その上

で、「大崎スペクトル」で構造物の揺れを

導き出すという手法で行われる。金沢地

裁判決では、「松田式」を用いて地震の規

模を想定するのは、想定される地震の規

模を小さく予測してしまう危険があるこ

と。活断層が見つからなかったからとい

って、原子炉の直下にM6.5を超える地震

の震源断層が存在しないと断ずる合理的

な根拠があるとは認め難いこと。「金井式」

も連用の限界は慎重に見定めるべきであ

り、「大崎の方法」は実際の観測結果と整

合しておらず、その妥当性を首肯し難い

こと、などである。

また同判決は、「活断層が確認されてい

ないから起こり得ないとほぼ確実に言え

る地震の規模は、Ｍ7.2ないし7.3以上と

いうべきだ」と指摘し、活断層が見つか

っていなくても、Ｍ７クラスの地震は起

きるとの判断を示したことは、「新耐震指

針」を明確に否定したもので画期的であ

る。（その後、2009年3月18日、名古屋高

裁金沢支部が地裁判決を取り消し、住民

請求を棄却した。）

②関西電力や日本原電などが国に提出

した原子炉設置許可申請書の断層評価の

内容と、地震調査研究推進本部（文科省）

の断層評価の内容に大きな相違点。

若狭湾一帯では、敦賀半島を中心にＭ

７クラスの直下型地震が起こる可能性が

あり、兵庫県南部地震などの教訓・知見

を組み入れた、原発など建物の耐震基準

を見直す必要があるとの指摘を受けた経

済産業省（原子力安全委員会の分科会）

は、2001年から原発の「耐震指針」の見

直しに着手。しかし、評価できる項目も

ある反面、原子力事業者の言い分をその

まま受け入れた「新耐震指針」（2006年9

月）が決定されたことは、前項でも述べ

たとおりである。

ここで指摘するのは、地震の調査研究

を国として「一元的に推進する」目的で

設置された「地震調査研究推進本部」の

見解についてである。

1995年7月、全国に総合的な地震防災対

策を策定し実行するため、議員立法によ

って「地震防災対策特別措置法」が制定。

「地震に関する調査研究の成果が国民や防

災を担当する機関に十分に伝達され活用

される体制になっていなかったという課

題意識の下に、行政施策に直結すべき地

震に関する調査研究の責任体制を明らか

にし、これを政府として一元的に推進す

る」とし、同法に基づき総理府（現在は

文部科学省）に、「地震防災対策の強化、

特に地震による被害の軽減に資する地震

調査研究の推進」をする目的で「地震調

査研究推進本部」（以下＝「推進本部」）

がつくられた。

推進本部は、2003年3月に「三方・花折

断層帯の長期評価について」（15）、同年6

月に「野坂・集福寺断層帯の長期評価に

ついて」（16）と2004年1月に「柳ヶ瀬・

関ヶ原断層帯の長期評価について」（17）

などをあいつで発表。そこに記載されて

いる断層評価の内容は、関西電力や日本
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原電などが国に提出した原子炉設置許可

申請書の断層評価の内容と大きな相違点

がある。

推進本部の発表によると、地震断層帯

の「長期評価」で、兵庫県南部地震と同

規模の大地震を引き起こす可能性がある

長さの断層帯の存在を指摘している（松

田の定義にしたがって紀震断層の区間を、

近接し、並走する複数の活断層が１つの

区間として活動すると推定する手法によ

る）。

一方、関西電力などは、従来の手法

（近接し、並走する複数の活断層を連動し

て動くと見ず、分断して短くし、別の活

断層として評価する）を踏襲し、地震の

規模を低く見積もってきた。

もし、原発が集中立地する若狭湾一帯で

大地震が起きた場合、地震による震災と、

原発の放射能による災害が若狭の住民を襲

う（原発震災）ことになる。阪神・淡路大

震災では、全国からたくさんのボランティ

ア団体が支援に駆けつけたが、もし若狭で

「原発震災」が起きた場合、放射能の汚染

が心配で、だれも支援に来てもらえないと

いう事態も予測される。

（2）耐震安全性の再評価「バックチェック」

（中間報告・改定前と改定後）の問題点。

①原発直下に「活断層」

これまでは「活断層は心配ない」とい

う前提のもとに、文献調査や空中写真判

(図5）　関西電力のHPより
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読、現地をただ歩いて見るだけの調査で

「安全」とし、仮に問題があっても「十分

安全余裕を見込んで設計しているから大

丈夫」と住民に欺瞞的な説明をしてきた。

しかし、2007年の中越沖地震などの事実

から、原子力事業者の活断層調査が今日

の活断層研究とはかけ離れていることが、

パブリックコメントで指摘され、「リニア

メント調査」から「変動地形学的調査」

に改められた。

そして2008年3月、耐震安全性の再評価

「バックチェック」（中間報告・改定前）

を発表(表3,4の改定前参照）。原子力事業

者は、敦賀原発1・2号では炉心から200ｍ

の敷地内に長さ18㎞の浦底-内池見断層

と、長さ25㎞の浦底-池河内断層が確認さ

れ、この断層がそれぞれM6.9の地震を起

こし得るとした。また、長さ32㎞の和布-

干飯崎沖断層でM7.3、長さ19㎞の甲楽城

断層でM6.8、長さ28㎞の柳ヶ瀬断層で

M7.0の地震が起こし得るとし、想定する

地震の揺れの最大加速度を532ガルから

650ガルに引き上げた。その後、2009年3

月の同中間報告・改定後（表3,4の改定後

参照）では、長さ25㎞の浦底-池河内断層

についてM7.2、長さ60㎞の和布-干飯崎沖

〜甲楽城断層でM7.8と訂正し、650ガルか

ら800ガルに、さらに引き上げた。

日本原子力開発機構は、同中間報告・

改定前（2008年3月）で、「もんじゅ」炉

心から500ｍ西に長さ15㎞の白木-丹生断

層が確認され、西の海底では複数の断層

が連なるC断層（18㎞）があると認定。C

断層は「もんじゅ」の直下約5㎞を通ると
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し、これらの断層がそれぞれM6.9の地震

を起こし得るとし、また、大陸棚断層とB

断層、野坂断層は別々に評価してそれぞ

れM6.8として、想定する地震の揺れの最

大加速度を466ガルから600ガルに引き上

げた。その後、同中間報告・改定後

（2009年3月）で、大陸棚断層とB断層、野

坂断層は、長さ49㎞の大陸棚〜B〜野坂断

層と再評価。M7.7の地震が起こり得ると

し、600ガルからさらに760ガルに引き上

げた。

関西電力も、同中間報告・改定前

（2008年3月）でC断層に基づき、美浜原発

の想定する最大加速度を405ガルから600

ガルに引き上げ、また、大飯・高浜原発

では大飯原発から2㎞の距離に長さ23㎞の

Fo-A断層が確認され、この断層がM6.9の

地震を起こし得るとし、想定する最大加

速度を大飯原発では405ガルから600ガル

に、高浜原発では370ガルから550ガルに

引き上げた。その後、美浜原発は、同中

間報告・改定後（2009年3月）（図5）で、

長さ49㎞の大陸棚〜B〜野坂断層のM7.7で

600ガルから750ガルに引き上げた。大

飯・高浜原発は、Fo-A断層〜Fo-B断層で

長さ35㎞、M7.4の地震が起こり得るとし、

大飯原発は600ガルから700ガルに引き上

げたが、高浜原発は550ガルから変更しな

かった。

しかし、2004年10月の中越地震では最

大2,500ガルを超える記録が出ており、ま

た、2007年の中越沖地震では原子炉建屋

で1,000ガル、タービン建屋で2,000ガル

を超えた。今回の原子力事業者の中間報

告は、どんな活断層や活断層帯が炉心の

直下や周辺から見つかっても、それら活

断層帯は連動して動くことはなくM7.8以

上は起こらない、想定する地震の揺れの

最大加速度は550〜800ガルを上回らない、

とするもので、これまで同様、過小評価

に過小評価を重ねるものである。しかし、

本来なら、今回のような連続した活断層

帯と、近接し、並走する複数の活断層帯

が１つの区間として活動することを考慮

し「最大M8.1を想定すべき」であり、今

回の中間報告（訂正前と訂正後）で明ら

かになった活断層や活断層帯の存在につ

いて、敦賀原発では施設内断層のトレン

チ調査、周辺海域のさらに綿密な海底音

波探査、陸域でも同様な弾性波探査など

実施し、原子力安全・保安院などとは異

なる第三者の機関により厳密に精査した

上で、最新知見に基づき想定する地震の

揺れの最大加速度を決定し、対策をとる

ことが必要である。

②アメリカの活断層法では、「活断層の

上に構造物はつくらない」。

アメリカの活断層法では、「活断層の上

12



に構造物はつくらない」としており、一

番近い原発でも5㎞以上離れている。（デ

ィアブロキャニオン原発）　

アメリカの活断層法は、（米カリフォル

ニア州1972年制定）原則として活断層線

から50フィート（約15メートル）以内に

建物の新設を禁止している。州政府が、

航空写真などをもとに活断層沿いに約300

メートルの幅を持つ特別調査帯を指定。

この調査帯で住居などを建てたりする場

合は、施工主は届け出と活断層の調査を

義務付けられており、土地が活断層から

15メートル以上離れていることを証明し

なければならない、と定めている。

しかし、美浜原発や敦賀原発の直下に、

大飯・高浜原発は周辺数㎞に、「もんじゅ」

は200ｍのところに活断層があり、即時停

止も考慮すべきである。また、敦賀原発

3・4号機の設置許可申請が出されている

が、この真下に活断層があり増設計画を

中止すべきである。「もんじゅ」は活断層

から200ｍしか離れておらず、C断層は

「もんじゅ」の直下約5㎞を通ることから

運転再開はとうてい認められない。

③老朽化原発と巨大地震が重なった時

の「原発震災」は極めて深刻。

中越沖地震規模の地震動が敦賀や若狭

の原発をおそった場合、考える必要があ

るのが老朽化した原発の被害想定である。

老朽化原発と巨大地震が重なった時の

「原発震災」は極めて深刻な事態を引き起

こす。原子力事業者や国は「コンピュタ

ー解析で大丈夫」、「模型を試験的に揺ら

してみれば大丈夫」と言うが、老朽化し

た原発の機器を震動台にかけて実証試験

を行って検証することが必要である。政

府は「予算がないから」と多度津の大型

震動台を売却し、その後廃棄処分された。

コンピュター解析はおおよそのことはわ

かっても、老朽化した原発機器を安全に

動かす基準をつくるという点では不十分

である。したがって、老朽化した原発の

耐震安全性を評価する上で、実寸台の振

動試験装置はどうしても必要である。

以上
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（14）「大崎の方法」とは、松田式（断層の長さから

起こりうる地震の大きさを計算する式）、金井式

（地震の規模と震源からの距離によって地震動の大

きさを計算する式）、大崎スペクトルを用いて基準

地震動を想定する方法である。

（15）「三方・花折断層帯の長期評価について」：

「三方断層帯は、福井県三方（みかた）郡美浜（み

はま）町沖合いの若狭湾から遠敷（おにゅう）郡上

中（かみなか）町（現在、若狭町）に至る断層帯で

ある。全体として長さは約26ｋｍで、ほぼ南北方向

に延びており、断層の東側が西側に対して相対的に

隆起する逆断層である」として、「北からＡ断層系、

日向断層、三方断層等が雁行配列するが、松田（1990）

の定義によれば、これらは１つの起震断層を形成し

ていると考えられ」、「断層帯全体が一つの区間とし

て活動し、マグニチュード7.2程度の地震が発生す

ると推定される。また、その際に幅の広い範囲にわ

たって断層の東側が相対的に隆起する段差や撓みが

生じ、その隆起・沈降量の合計は、3〜5ｍ程度に達

する可能性がある」と記述。また、三方断層帯と花

折断層帯北部が同時に活動するとすれば、その場合

の地震規模は、断層の長さ54ｋｍで、マグニチュー

ド7.7になる可能性もあると指摘している。

（16）「野坂・集福寺断層帯の長期評価について」：

「野坂断層帯は、若狭湾から福井県三方（みかた）

郡美浜（みはま）町を経て敦賀市に至る断層帯であ

る。長さは約31ｋｍで、北西-南東方向に延びてお

り、左横ずれかつ北東側が相対的に隆起する逆断層

である」と説明。さらに「若狭湾のＢ断層系、若狭

湾から敦賀平野の南部に至る野坂断層、野坂断層の

南東部分とほぼ並走してその南西側に分布する野坂

南方断層より構成される。本断層帯は大部分が海域

に位置する。断層帯の北西端付近では、Ｂ断層系を

構成する断層が右雁行配列している。また、Ｂ断層

系と野坂断層の海底延長部との間は、約4ｋｍにわ

たって断層の存在が確認されていない」としている

が、松田（1990）の定義によると、全体が１つの起

震断層を構成しているとみることができることか

ら、この断層帯の将来の活動について、「野坂断層

帯では、全体が１つの区間として活動し、マグニチ

ュード7.3程度の地震が発生すると推定される。こ

の場合、２〜３ｍ程度の左横ずれと断層の北東側が

南西側に対して高まる段差が生じる可能性がある」

と記述している。

（17）「柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯の長期評価につい

て」：「柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯は、日本海沿岸の福

井県福井市鮎川から丹生（にゅう）郡越廼（こしの）

村越前岬沖の若狭湾東縁を通り、滋賀県伊香（いか）

郡木之本（きのもと）町を経て、岐阜県不破（ふわ）

郡垂井（たるい）町に至る柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主

部と、福井県敦賀（つるが）市の立石岬付近から敦

賀湾を横切り、滋賀県伊香郡余呉（よご）町に至る

「浦底（うらぞこ）-柳ヶ瀬山（やながせやま）断層

帯」からなる」と説明。つづけて「全体の長さは約

100ｋｍで、屈曲点を境に北部では北北東-南南西方

向、南部では北西-南東方向に延びる。本断層帯は

過去の活動時期から、断層帯北端の福井県福井市鮎

川から山中峠南東付近までの北部、山中峠南東付近

から椿坂峠付近までの中部、及び椿坂峠から断層帯

南端の岐阜県不破郡垂井町に至る南部の３つの区間

に細分される。北部は断層の東側が西側に対して相

対的に隆起する逆断層で、南半部は左横ずれ成分を

伴う。中部は左横ずれ断層である。南部は左横ずれ

を主体とし、一部、断層の北東ないし東側が西側に

対して相対的に隆起する逆断層からなる」。また、

浦底・柳ヶ瀬山断層帯について、「長さが約25ｋｍ

で、北西-南東方向に延びる左横ずれを主体とする

断層である」と記述している。

さらに、「断層帯主部（柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯）

とその西側を並走する浦底-柳ヶ瀬山断層帯は非常

に近接して分布していることから、断層帯主部の一

部と浦底-柳ヶ瀬山断層帯との活動に関連がある可

能性」あると指摘。松田（1990）の定義によれば同

様に、全体が１つの起震断層を構成しているとみる

ことができることから、この断層帯の将来の活動に

ついて、「断層帯主部は、最新活動と同様に３つの

区間に分かれて活動すると推定されるが、北部と中

部または中部と南部を合わせた区間（以下、北中部

及び中南部とする）が活動する可能性や断層帯全体

が１つの区間として同時に活動する可能性もある。

北部、中部、南部の３つに分かれて活動する場合、

北部ではマグニチュード7.6程度の地震が発生する

可能性があり、その際には断層の東側が相対的に４

〜６ｍ程度隆起すると推定される。中部ではマグニ

チュード6.6程度の地震が発生すると推定され、そ

の際には１ｍ程度の左横ずれが生じる可能性があ

る。南部では、マグニチュード7.6程度の地震が発

生し、その際には３〜４ｍ程度の左横ずれが生じる

可能性がある。北中部または中南部が活動する場合

は、それぞれマグニチュード7.8程度の地震が発生

する可能性がある」と記載。「浦底-柳ヶ瀬山 断層

帯では、マグニチュード7.2程度の地震が発生する

と推定され、その際には２ｍ程度の左横ずれが生じ

る可能性がある」と記述。そして、仮に両断層帯が

連動して動いた場合、「断層帯全体が活動する場合

は、マグニチュード8.2程度の地震が発生する可能

性がある」と指摘している。
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福井県・原子力防災対策（計画）
・・敦賀市原発防災計画に見る

2011.9.17　原発問題住民運動全国連絡センター　代表委員　山本雅彦

１、原子力事業者との「原子力発電所周辺環境の安全確保等に関する協定書」について。
（1）1971 年(S46)にはじまり、1991 年には立地自治体とともに隣接、隣々接の自治体も。
・・しかし、隣接・隣々接の自治体の権限は非常に弱い。
（2）法的拘束力がない「紳士協定」が、1999年 JCO事故などの教訓から、「原発特措法」
制定を受けて変化。・・原発事故が起こる度に、「安全協定」の見直しが行われてきた。これ
は、原発の危険に対する住民の当然の要求であり、立地市町長や立地県知事（首長）は、法的
に原発の運転・停止に何の権限ももっていない。しかし、首長の同意なしに、原発は動かせな
い状況に変わってきている。
（3）周辺自治体も立地並の「安全協定」を締結し、「原発稼働」や「設置許可変更」に権限
を。・・周辺の自治体が立地並の安全協定を結べば、再稼働だけでなく、蒸気発生器交換やプル
サーマル計画など、原子炉設置変更許可の必要な事項は事前了解の対象となり、原発の危険を
増す計画にストップをかけることができる。

２、福井県・原子力防災対策（計画）・・敦賀市原発防災計画に見る。
（1）「防災計画」・・おおむね半径10㌔の範囲」しか放射能汚染が起こらない想定に。

「原子力防災計画」が、放射能放出をともなう原発事故という緊急事態において、放射能汚染
などから市民を守るものであることが重要ですが、放射性物質等の放出事故に際しても、これ
に準じて措置する」（同計画）となっており、「おおむね半径 10 キロの範囲」（同）しか放射能
汚染が起こらない想定となっており、大変不十分な計画となっている。
（2）「原子力防災計画」は、安全審査の対象とすべき。

計画策定「基本方針」（同）の考え方・・・「計画の目的」の「住民の生命、身体、財産を保
護する」という観点からも、「原子力防災計画」は、国の「安全審査対象」とし、これを満たし
ていない場合は、原発の建設を許可してはならない、と定めるべきである。
（3）放射能汚染の想定範囲と規模について。

①事故想定と事故の影響がおよぶ範囲・・・半径 10 キロ以内の地域の住民とする。
半径 10 キロ以内の住民の数・・・約 15,000 人
半径 20 キロ以内の住民の数・・・約 90,000 人

米スリーマイル原発事故時の放射能放出量・・・・・250 万キュリー

チェルノブイリ原発事故時の放射能放出量・・・・5,000 万キュリー
高汚染地帯・・・40 キュリー（セシウム 137）／1 平方キロメートルの範囲は、チェルノ

ブイリ原発から北方に 260 キロメートル。
低汚染地帯・・・1 キュリー（セシウム 137）／1 平方キロメートルの範囲は、860 キロ

メートル。
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②敦賀市が原発推進政策をとるにしても、実際に起こった米ソの重大事故という現実から出
発するのは、最低の責務である。この二大事故の教訓に学び、チェルノブイリ原発事故での汚
染状況も検討しながら、市内に限定することなく、防災計画区域を大幅に広げるべきである。

◎敦賀市の想定例
重大事故時の仮定放出量　　仮想事故時の仮定放出量

原電敦賀 1 号機・・・・・・・1 万キュリー　　　　　　　　　20 万キュリー
原電敦賀 2 号機・・・・・・・1 万キュリー　　　　　　　　　16 万キュリー

（いずれも気ガス状態）
（4）不明確・不十分な緊急事態の対応について。

①「防災計画」では、原発での異常の発生について、敦賀市は「事業者から報告を徴収」と
なっており、電力会社の判断により連絡をうけるだけの体制となっている。「原子力発電所の案
全確保等に関する協定書」の第 6 条は、「異常時における連絡」について定め、「直ちに連絡し
なければならない」となっているが、これに違反したときの罰則規定はない。事故隠しの可能
性もあるし、「直ちに」もあいまいである。

②敦賀市は原子炉敷地内を含めて、独自の測定システムをはじめとした十分な数の観測施設
を備え、発電所から放出される放射性物質の量について、発電所からの通報がない場合でも、
発電所からの放射性物質の異常放出を短時間で検出できる体制を整える必要がある。

③初期対策の目安線量と対策について。
「防災計画」は、緊急事態の類別が不十分である。まず、県が「警戒配備体制」をとるための

基準として、「原子力発電所周辺地域の環境モニタリングによって実測された空間ガンマ線線量
率が 0．5 マイクロシーベルト／時以上（フェーズ０）の値、になる恐れがあると認められる
場合をあげて、記者発表するだけで、この段階での住民への周知、報告もない。

さらに重要なのは、1 マイクロシーベルト／時以上（フェーズ 1）の値になっても、「避難・
コンクリート屋内退避」や「緊急時医療措置」などは行われず、5 マイクロシーベルト／時以
上（フェーズ 2）の値になって初めて「避難・コンクリート屋内退避」などが行われる。（根
拠＝原災法第 10 条）

しかし、これでは放射能の放出をともなった事故が発生しても、これ以下であればよい、と
いうことにほかならない。

それ以上の段階の「フェーズ 3」では、それ以上の事故は起こらないという意味なのか、
500 マイクロシーベルト／時以上で、「原子力緊急事態宣言」が行われる最悪の事態（「防災計
画」での）になっても、住民の高線量地域からの避難措置は、想定されていない。

この点、アメリカでは、「緊急事態対策計画」のなかで、緊急事態の内容を明確に類別してい
る。

◎・・「防災計画」では、フェーズ 1〜3 は、「市長が必要と認めたとき」実施できることに
なっており、1 マイクロシーベルト／時以上で、「避難・コンクリート屋内退避」など行うべき
である。

◎・・国際放射線防護委員会（ICRP）が公衆の線量限度を引き下げた、これにともない「原
子炉等規制法」の一般公衆の実効線量当量も、89 年 3 月 27 日の通産省告示第 131 号で「年間
1 ミリシーベルト」に引き下げている。さらに、５ミリシーベルトという線量限度を、「安全基
準」として押しつけている。

◎・・アメリカでは、「緊急事態対策計画」のなかで、緊急事態の内容を明確に類別してい
る。たとえば、ニューハンプシャー州シープルック原発の場合は次のようになっている。
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Ⅰ、異常事象＝ささいな事象が起こったことをいうこと。放射性物質の放出はないと考えられ
る事象。
Ⅱ、警戒警報＝これもまたささいな事象である。少量の放射性物質が、発電所内部に放出され
るかもしれない警報。
Ⅲ、発電所緊急事態＝これはより重大な事態である。放射性物質が発電所のごく周辺に放出さ
れるかもしれない事態。
Ⅳ、一般緊急事態＝この種の事象は、最も重大なものとして分類されている。放射性物質が発
電所の敷地外に広がる恐れがある事態。

（↑ニューハンプシャー州シープルック原発の場合）
④後回しにされる住民への対応。
事故時には、「防災関係機関の連携活動体制」により、事故の発生を住民に知らせることが書

かれている。
これによると、国および原子力事業者から「原子力災害合同対策協議会を経て関係市長、機

関、報道機関に指示伝達・通報され、その結果やっと住民に知らされる。しかも、「広報」及び
「敦賀市防災行政無線」によって知らされるということが記載されている。これは、住民誰もが
即座に事態を知りうるようにするためには、不十分である。（サイレン、メール、緊急放送など
のあらゆる方法を考える必要がある。）

敦賀原発の場合、隣接する西浦までは、炉心から約 900 メートルしか離れておらず、もし放
射能が放出されたならば、そよ風でも 10 分程度で到達する。「防災計画」の系統図」を経て住
民に伝わるまでいったい何分（何時間）かかるか、スピーディーによる汚染予測図を活用し予
想し、対策を講じるべきである。

◎・・原発事故の際、住民がいかに早く退避できるかは、最も重要なことである。
チェルノブイリ事故では、原発から 5・5 キロメートルしか離れていない従業員の住宅地であ
るプリピャチの住民がいちばん早く退避し、まわりの 30 キロメートル圏内は、これより遠く
の方で放射能のレベルが低かったが、まだ下がるだろうと、放射能のレベルを見ながら退避が
36 時間以上あとになった。その結果、あとで線量評価してみると、遠くても退避が遅れた人の
方が、被害が大きかった。

プリピャチの住民（45,000 人→　33．3 ミリシーベルト／1 人）
3 キロ〜30 キロ（89,900 人→156．8 ミリシーベルト／1 人）約 4・7 倍
◎・・事故の初期状況を正確に把握できる当事者は、事故周辺における適切な対策を勧告す

る責任がある。同時に、緊急事態が発生した場合には、自動的に敦賀市に情報が伝わるような
システムを作る必要がある。

⑤事故時の退避行動について。
「防災計画」第 3 章第 6 節に「防護対策」として、「3、屋内退避、4、コンクリート屋内退避

又は避難、5、周辺市町村への退避」といった項目があるが、「関係市町村長は、‥‥退避（避
難）所、経路、集合場所等を指示し、避難等の措置を講ずるものとする」などの記載があるだ
けで、事故時に住民が退避行動をとる場合には、ほとんど役にたたない内容である。

◎・・敦賀半島は「水晶浜」など有名な観光地であり、年間 202 万人以上（敦賀市 101 万
人、美浜 101 万人）の観光客が訪れ、とくに夏期は 8 月だけで釣 52 万人以上（敦賀市 43 万
人、美浜約 9 万人）になる。このため、観光客の退避も十分に考慮しないと、地元住民の退避
もできなくなる。（敦賀市の最低は 1 月で、12,000 人。8 月との差は 36 倍にもなる。）（2002
年度）
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◎・・資料によれば「全発電所からおおむね 10 キロメートル」に住む人の人口は、15,033
人。（同）

その内、浦底住民 111 人、色浜 86 人、手 65 人、が「退避」する「退避施設」は、他の施
設に比べ、「放射能遮断効果」が低く、しかも発電所から一番近い場所にある。

また、沓 86 人、縄間 81 人、名子 45 人、二村 7 人、元比田 56 人、大比田 359 人、横浜
299 人、江良 74 人、田結 245 人、鞠山 78 人には近接して「退避施設」がない。

旧市内についても、退避場所の収容能力はあるものの、地区の住民がそれぞれどこへ退避す
るのか決まっておらず、大混乱が予想される。

◎・・資料によれば、「飲料水状況」について、手、色浜、浦底、明神、立石、白木の住民
は、「水源の種類」として表流水、伏流水を使用しており、事故時は一切飲めなくなる。地下水
か上水道に改善する必要がある。
「災害応急対策計画」の「飲料水・飲食物等の摂取制限等計画」では、「摂取制限を行うなど

適切な処置を講ずる」と書いてあり、制限の内容が具体化されている。しかし、制限には緊急
時のモニタリングが必要であり、十分な体制があるのか疑問である。

退避＝危険を避けるために退くこと。その施設。しかし、退くのでなく、実際は待避であ
る。（待避＝危険を避けて、安全な場所で待つこと）したがって「待避施設」ではないのか。

◎・・敦賀測候所データより。（13 年間の平均）
風向は、南、南南東。次に北の風が一番多い（東浦、旧市内の方向）。東は少ない。2、3 月

は北風が多い。
平均風速は 2 月が 4・8 メートル。7、9、10 月は 3・6 メートル。
階級別風速（1 ヶ月で 10 メートル以上の風が吹く日が何日あるか）は、1 月が 12 日。8 月

が 2・1 日である。
ゾンデを使った上空の風向、風速、気温の観測は全国で十数箇所であり、敦賀では行ってい

ない。
上記の結果から・・・放射性物質が放出された場合、多数の観光客で混雑する夏には、敦賀

地方は風が弱いため放射性物質の拡散の程度が少なく、原発に近い地域（東浦、旧市内）に高
濃度の汚染が生ずる危険性が高く、冬は放射性物質が遠方まで拡散することを示唆している。

敦賀市では降雪・積雪も退避のうえで大きな問題である。積雪日数は、日本の原発立地点で
は泊に次ぎ、敦賀が多くなっている。冬場に観光客が少ないのは、雪による交通の不便さが大
きな原因である。

積雪期には退避が困難であるばかりか、事故によって放出された放射能は雪に付着し、積も
った汚染雪からの放射線による被ばくも大きな問題となる。

このように敦賀原発には、多数の観光客が訪れ通過することによる問題、冬期の降雪・積雪
にともなう問題などがあり、退避時に特別の困難さを与える特性をもっている。

⑥ヨウ素 131 の甲状腺被ばくを防ぐ、ヨウ素剤の服用について。
放射線防護委員会は、「ヨウ素 131 の単一摂取ののち 6 時間目の投与でさえ、潜在的な甲状

腺線量を約 1/2 に減らすことができる」「投与が遅れて、一日後になると減少はほとんど期待
できない」と勧告している。ヨウ素剤の服用は、住民が行える積極的な放射線防護の数少ない
一つである。汚染地域の住民がいかにはやくヨウ素剤を服用できるかは、甲状腺被ばくを防ぐ
うえで決定的となる。

ところが、嶺南地域では、たとえヨウ素剤の備蓄がおこなわれていても、県の保健所にまと
めて保管されているため、事故の際、住民が必要時に服用できない状況となっている。しかも
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その理由として、「ヨウ素剤を分散すると、住民の不安を高めるのでできない」「医師の処方が
必要」といったことさえ聞かれる。事故時に子どもをはじめとして、効果的な服用ができるよ
うにするために、当面学校・保育園・幼稚園などに常備するなどの改善が必要である。

チェルノブイリ事故以後、旧池田町などいくつかの自治体で、住民等の要求で、分散配備な
どの改善がおこなわれたことがある。
「防災計画」には、「県と協議しその実効性を検討する」などと書かれているが、具体化はな

い。全県の住民を対象にしたヨウ素剤を常備し、現実の事故の大混乱のなかでヨウ素剤を効果
的に配布し服用できるように、住民参加の事前の実地訓練を十分におこなうことを含めた計画
が必要である。

◎・・「災害応急対策計画」の「緊急輸送体制の確立」では、緊急輸送を行うときは、防災関
係機関等と・・・協議・調整する」としており、対応は場当たり的で、もしもの時に間に合わ
ない。
「緊急輸送活動・・・」や「緊急輸送体制の確立」などは、「道路輸送の交通確保」でも「必

要な情報把握に努める」と「交通の規制」だけであり、「避難者の輪送」を第一に順位づけるの
なら「適正配車」計画の具体的をするべきである。

◎・・・「防災業務関係者防護計画」については、「防護服、防護マスク、線量計等の防護資
機材の装着、ヨウ素剤の配備等、 必要な措置をとるよう指示する」とされているが、「防護資
機材の確保」が明確でなく、困難が予想される。

（5）原発防災訓練について。
①原子力災書は一般の災害とは異なり、災害の実態が視認できない。そのため、住民の避難

訓練が重要である。
緊急時に住民がいちはやく退避するためには、緊急時計画の内容を住民が事前によく知って

いること、そして緊急時計画にもとづいた、住民の参加する避難訓練をおこなうことが重要で
ある。住民の退避計画がたとえ机上では完璧であっても、実際に移動する訓練をしていない住
民が、原発事故という異常事態のなかで、計画どおりの行動がとれるという保障はまったくな
い。また、避難訓練を繰り返すことにより、計画自体もはじめて実効性を持つものとなる。

②「防災計画」では、「各種媒体を通じて住民に防災知識の普及・啓発を行い、防災意識の高
揚を図る」とある。しかし、具体的に事故が起こった場合、どう行動すべきかがはっきり示さ
れていない。

③アメリカの場合、緊急時計画の内容をパンフレットやビラにして、各家庭やたまたま仕事
や観光で訪問中の人にまでも配布し、もし原発で事故が起こったらどうすべきか知らせてい
る。こうした点は、「たまたま」どころか、つねに多数の観光客が訪れる敦賀半島の場合、より
厳密にすべきである。にもかかわらず、「防災計画」には敦賀市周辺の特殊性に対応した点が何
ら見受けられない。地形、気象、道路状況をはじめとした地域の状況に精通した地域住民と自
治体が共同しながら、その地方の特殊性を十分に考慮したうえで、緊急時に住民が何をなすべ
きかを明らかにする必要がある。また、県が責任を持ち市町村や住民と協力して、複数の事故
シナリオにもとづいて、退避地図を作成し、退避道路を確保しなければならない。

緊急時計画作成および避難訓練への住民の参加は、住民が計画について納得し、信頼を与え
るうえでも重要となる。
（6）緊急時医療について。

①緊急時医療については、「緊急被ばく医療体制整備計画」という項目があり、「緊急被ばく
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医療体制の確立」と「緊急被ばく医療設備等の整備」という抽象的な記載があるのみであり、
県が行う緊急時医療に、市は協力するだけで、主体的には何も計画がない。

②チェルノブイリ原発事故のさい、医師だけで 1,200 人が動員されたというが、敦賀原発周
辺の敦賀市、美浜町など敦賀保健所管内を合わせても、医師数は約 141 人（敦賀市 124 人、
三方 11 人、美浜 6 人）にすぎない。県内全域でみても、どれだけ放射線医学に精通した医師
がいるか疑問であり、必要とするだけの「緊急医療班」が組めるとは考えられない。

原子力災害は、被災者自身が自分の受けた障害の程度がよくわからないという点で、非常に
特殊なものである。そのため被ばくを最小限にするには、「緊急医療班」によるモニターリング

（スクリーニング）は重要であり、できるかぎり動員数を多くして、スクリーニングと処置をで
きるだけ短時間におこなう必要がある。

そのためには、国レベルでの動員体制を確立しながら、「緊急被ばく医療体制の確立」および
「災害応急対策計画」の「緊急被ばく医療設備等の整備」を実効性のあるものにさせていくこと
が重要である。
（7）アメリカの緊急時計画について。

アメリカの原発の緊急時計画の場合、次のようにきわめて具体的な注意事項が書かれてい
る。「もし緊急事態が起これば、一定のサイレンが 3〜5 分間鳴り続けるでしょう。もしこのサ
イレンを聞いたならば、屋内に入って下さい。ラジオのスイッチを入れ、緊急事態放送システ
ム局に合わせて下さい。そうすれば、何をなすべきか聞けるでしょう。」「もしあなたが、屋内
退避をするようにと告げられたときにすべきことは、次のことです。

①あなたの家あるいは何か近くの建物に入ること。
②ペットを屋内に入れておくこと。
③すべての窓とドアを閉めること。
④外気を取り込む冷暖房システムのスイッチを切ること（このような暖房システムは、生命

あるいは健康を守るためのみに使うこと）。
⑤屋外に出なければならないときは、折り畳んだ湿らせた布で、口や鼻を覆うこと。一緒に

なにをもって行くか、あなたの所持品のすべてを持って行こうとしてはいけません。
⑥2〜3 時間から 2〜3 日間留守にするのに必要と思われるものを持って行って下さい（たと

えば、余分の衣類、医薬品、そして現金、クレジット・カード、あるいは小切手帳です。もし
あなたが、公共避難所で過ごすことになるのであれば、毛布や枕を持って行く方がよいでしょ
う。　　　　

（ニューハンプシャー州シープルック原発の「緊急事態対策計画」より）
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